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接続性維持の確認による走行履歴の誤変換検知方法の提案 
 

近藤 明宏†1，奈良 憲和†2，松本 貴士†1，祖父江 恒夫†1 

 

概要：カーナビにおいて，リンクに関連付けて走行履歴を蓄積し，経路予測など走行履歴を活用する機会が増えてい
る．しかし，リンクに関連付けて蓄積された走行履歴は，地図を更新すると利用できなくなる問題がある．これは，
地図更新時にリンク ID が変更されるからである．そこで本研究では，動的な位置参照技術を用いて交差点単位にて

走行履歴内に蓄積されたリンク ID の対応関係を作成する方法と，対応関係作成時に生じる誤変換を検出する方法と
して，交差点単位での接続性の維持に注目した誤変換の検出方法を提案する．誤変換検出方法として，サンプル地図
において検出結果に誤検出がないことを確認し，誤変換検出手法として有効であることを示した． 

 

キーワード：カーナビ，走行履歴，変換，誤変換検知，車載端末，位置参照技術 

 

Proposal of a Method to Detect Erroneous Conversion of  

Driving History by Checking Link Connectivity 
 

AKIHIRO KONDO†1, NORIKAZU NARA†2, 

 TAKASHI MATSUMOTO†1, TSUNEO SOBUE†1 

 

Abstract: There is a problem that car navigation system cannot use driving history to predict a route if updating the map. It 

caused by link ID difference of updated map and not-updated map. In this paper, we propose a method to convert a driving 

history’s link ID and detect erroneous conversion by checking link connectivity. We implemented the method and tested in 

sample map. The result shows effectiveness. 
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1. はじめに 

1.1 背景 

 近年，ユーザの行動を蓄積し，蓄積した情報を活用する

事例が登場しつつある．車業界においても，カーナビゲー

ションシステム（以後，カーナビ）やドライブレコーダー

を用いて，ドライバの走行した経路，車速，加速度等を蓄

積し，蓄積したデータを車両保険料の算出に用いる事例が

ある． 

 他にも，走行する経路を蓄積し，蓄積した経路からドラ

イバの次に走行する経路を予測する事例も登場している 

[1][2]．今後走行する経路を予測することで，ドライバが進

む道が渋滞している場合に，その経路上に渋滞があること

を示すことができる． 

走行経路の予測は，自宅付近などの目的地を設定しない

場合に，より効果を発揮する．ドライバは遠出する場合に

は目的地を設定するが，自宅付近などよく知る地域を走行

する場合には，目的地を設定しない．そのため，システム

としては，どの道を走るのかが分からず，渋滞情報を提示

することができない．しかし，今後走行する経路を予測す

ることで，ドライバの進む道についての渋滞情報を示すこ
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とができるようになる．また，予測経路沿いにドライバが

望む情報があればレコメンドすることにも応用できる． 

1.2 経路予測方法 

 この章では，まず，カーナビで一般的に利用される地図

におけるリンクについて述べ，次にそのリンクを利用した

走行履歴の蓄積方法，走行履歴を利用した経路予測方法に

ついて述べる． 

 カーナビでは，実際に存在する道路を地図データ内では

リンクという単位で扱う．ただし，地図データ内では，ひ

とつの交差点区間に複数のリンクが含まれることもあり，

その間に打たれる点をノードという． 

各リンクには，カーナビが目的地までの経路を探索する

際に利用する通りやすさに関する情報や，ドライバを目的

地まで案内するための各レーン情報や制限速度などの情報

を格納している．このリンクは，一般的には，リンク ID

という識別番号が割り当てられ，地図内で一意に識別可能

である． 

 走行履歴には，ドライバがどのリンクから進入し，どの

リンクへと退出したか，さらに，リンクを通過した回数を

蓄積する．この進入リンクと退出リンクの組と通過した回

数を蓄積することで，特定のリンクから進入した際には，

どのリンクへと退出するのかを回数から予測することがで

きる．これらの情報は，進入リンク ID，退出リンク ID，

通過回数として走行履歴に蓄積する．各リンク ID には一

ⓒ 2019 Information Processing Society of Japan

Vol.2019-GN-106 No.9
Vol.2019-CDS-24 No.9
Vol.2019-DCC-21 No.9

2019/1/24



情報処理学会研究報告 

IPSJ SIG Technical Report 

 

 

 2 
 

意に識別可能な ID を格納する． 

経路の予測時には，走行履歴を利用して現在車両がいる

リンクを進入リンクとすると，最も通過回数が多い退出リ

ンクが次に進むリンクと予測できる．さらに，退出すると

予測したリンクを進入するリンクとことで，さらに次の退

出リンクが予測できる．同様の手順にて，現在車両がいる

リンクを出発リンクとして，どの経路を進むのかという予

測経路を算出できる． 

1.3 走行履歴のリンク ID の変換 

 走行履歴は前述したように，リンク ID を履歴として蓄

積するが，このリンク ID は走行時の地図に依存した ID で

ある．そのため，地図が変われば，走行履歴は利用するこ

とができなくなる．例えば，地図更新などでカーナビに格

納された地図を更新すると，地図内のリンク ID は変わっ

てしまう．そのため，地図更新前のリンク ID が指してい

た道路が，地図更新後では別の道路を指すことになる．つ

まり，蓄積した走行履歴は，地図を変えてしまうと利用で

きないという問題が発生する． 

 そのため，地図更新後にも，走行履歴を利用可能にする

には，走行履歴のリンク ID を更新後の地図用のリンク ID

に変換する必要がある． 

1.4 走行履歴の変換システム 

走行履歴の変換処理を図 1 に示す．旧地図と新地図間の

リンク ID の対応関係を示した「リンク ID 対応表」を用い

て走行履歴を変換する．この「リンク ID 対応表」は旧地

図と新地図から，「リンク ID 対応関係作成処理」にて作成

する．この「リンク ID 対応表」には，旧地図におけるリ

ンク ID が新地図においてどのリンク ID に該当するか，と

いう対応関係を格納している． 

「走行履歴変換処理」にて，「変換前走行履歴」と「リ

ンク ID 対応表」を用いて，「変換後走行履歴」を生成する． 

 実際に走行履歴を変換する際には，「リンク ID 対応表」

は事前に一度作成されていればよく，「走行履歴変換処理」

は，各ドライバの走行履歴を変換する度に必要となる． 

 2 章にて，リンク ID 対応表を生成する際に必要となる異

なる地図間のリンク ID の対応関係生成についての関連研

究について述べ，3 章にて，リンク ID の対応関係を生成す

る提案方式について，4 章にて，評価結果について述べる． 

2. 関連研究 

2.1 位置参照技術 

 2 つの地図間において，リンク ID の対応関係を生成する

には，位置参照技術を用いる．これには，Pre-coded location 

references[4]と Dynamic location references[5]がある． 

Pre-coded location references では，実道路上の各リンクや

位置において基準となる情報を定義し，各地図では定義さ

れた基準に対して地図内の対応するリンクや位置の対応関

係を保持する方法である．例えば，VICS や区間 ID 方式[3] 

 

図 1 走行履歴変換処理の概要図 

Figure 1 Overview of running history transform 

 

図 2 動的位置参照技術 

Figure 2 Dynamic location referencing technology 

がある．VICSでは，各道路を定義したVICSリンクがある．

各地図はその定義された VICS リンクが自身のどのリンク

に対応するかという情報を保持している．そのため，各地

図間で VICS リンクを基準として互換性を保つことができ

る．しかし，現状，全ての道路に対して VICS のリンクが

定義されているわけではない． 

Dynamic location references（以後，動的位置参照技術）

では，各リンクの座標位置・形状や，道路種別など，リン

クの情報を基に，似たリンクを各地図間で対応づけする技

術である．例えば，AGORA-C[6]，OpenLR[7]がある．例を

図 2 に示す．動的位置参照技術では，元の地図の対象とす

るリンクから，座標位置，リンク形状，道路情報から，中

間情報を生成する．対応先の地図において，中間情報に格

納されたリンクに関する情報から，類似するリンクを対応

するリンクとして算出する．この例では，リンク IDb に関

する座標位置，リンク形状，道路種別などの情報を中間情

報として抽出する．その後，対応関係を算出したい地図に

対して，中間情報を用いて最も類似したリンクが対応する

リンクであることが算出される．この場合は，リンク ID2

が対応するリンクであることが算出される．しかし，類似

するリンクを対応するリンクとして算出するため，誤った

リンクを同一とみなすことがある． 

2.2 従来技術における課題 

 Pre-coded location references では，基準が定義されている

地点やリンクにおいては，各地図間で正確に変換すること

が可能である．しかし，定義されていない地点やリンクに

おいては，対応関係を生成することができない．VICS は，

全てのリンクに対して定義されているわけではないので，

対応関係を生成できないリンクが発生する． 

 一方で，動的位置参照技術では，対象リンクの中間情報

が生成できれば良いため，多様な道路に対応することがで 
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きる．しかし，形状が類似するリンクが複数ある場合に，

誤った対応関係を生成する誤変換を起こす可能性がある． 

 つまり，全てのリンクに対してリンク ID の対応関係を

作成する場合には，動的位置参照技術を用いる必要がある．

しかし，その際には，誤変換が発生するという課題がある．   

本研究は，その課題を解決するために，動的位置参照技

術を用いた際に生じる誤変換を削減する方法について提案

する． 

3. 接続性の確認による誤変換検知方法 

3.1 走行履歴変換システムにおける誤変換の検出 

 リンク ID 対応表の作成には，全ての道路についてリン

クの対応関係を生成可能な動的位置参照技術を用いる．し

かし，動的位置参照技術は，リンクの対応関係を間違う誤

変換をする可能性があるため，生成したリンク ID 対応表

に対して，誤変換を検出する処理を加える．その全体図を

図 3 に示す． 

 リンク ID対応表生成処理後のリンク ID 対応表に対して，

誤変換の検出処理を適応し，検出した誤変換はリンク ID

対応表から削除する．それにより，リンク ID 対応表から

誤ったリンク ID の対応はなくなり，走行履歴変換処理時

には，誤って走行履歴を変換することがなくなる． 

3.2 誤変換の分類 

誤変換の事例を整理する．まず，実道路の変化有無によ

り，大きく分類する． 

〇実道路に変化あり 

実道路の変化とは，ネットワーク構造の変化があること

を指す．交差点と道路の接続構造が異なる場合をネットワ

ーク構造の変化があり，実道路の変化があったとする．交

差点区間内に位置するノードの増減は，ネットワーク構造

の変化はないとする． 

本研究では，このような実道路に変化がある場合におけ

る誤変換検知を対象としない．実道路のネットワーク構造

が変化する場合には，変化前の道路と変化後の道路を同一

とみなして良いかどうかは，様々である．そのため，誤変

換かどうかを定義することが難しい．例えば，図 4 上図の 

場合に，左図のリンク構造から右側のリンク構造に変化し

た場合に，左図における太線リンクが右図の太線リンクに 

対応した場合に，変換成功なのか，誤変換とみなすのかは，

様々な事例があり定義が難しい． 

〇実道路に変化なし 

実道路に変化がない場合にも，地図に変化が生じる場合

がある．一般的に，カーナビに搭載される地図は，実道路

を調査した結果が基地図として整備され，さらに基地図か

ら各カーナビ用の地図が作成される．実世界の道路をデジ

タル化する際や各カーナビ用の地図を作成する際に以前の

地図とはリンク形状などが異なる事がある． 

このため，ネットワーク構造が変化しない場合でも，交 

 

図 3 誤変換検出処理の全体概要図 

Figure 3 Overview of detecting mismatch  

at linkID corresponding table 

 

図 4 実道路変化有無の概要 

Figure 4 real road network change concept 

差点の間にある道路を表現するリンクが変化することがあ

る．これにより，交差点の間に設けられるノードの数や位

置などが変化しリンクの形状が異なる場合などがある． 

本研究はこの場合は対象とし，例えば，図 4 下図のよう

な場合は本研究の対象とする． 

 次に，実道路に変化がない場合について，誤変換の仕方

によりさらに分類する．正しいリンクと誤変換リンクの両

端ノードが同一かどうかで整理する． 

A) 正しいリンクと誤変換リンクが両端共に同一ノード 

図 5 に誤変換リンクの両端ノードが正しいリンクと

両端共同一ノードである例を示す．図中には，正しいリ

ンクを太線にて，誤変換リンクを太線矢印で示す． 

交差点間のリンクにて対応関係を考えた場合に，誤変

換するのは，完全に異なるリンクに対応関係が割り当て

られた場合である． 

B) 正しいリンクと誤変換リンクの方側が同一ノード 

図 6 に誤変換リンクが正しいリンクと片側が同一ノ

ードとなる例を示す．この場合には，さらに 3 つの場合

がある．i）正しいリンクと完全に異なるリンクに誤変換

する場合，ii）正しいリンクを全て含むような内包する

リンクに誤変換する場合，iii）正しいリンクに内包され

るリンクに誤変換する場合がある 

C) 正しいリンクと誤変換リンク両端共に別ノード 

図 7 に誤変換リンクが正しいリンクと両端共別ノード

となる例を示す．この場合には，4 つの場合がある．片

側のみ同一となる場合の各々の場合に加え，正しいリン

クの一部のみを含むリンクに誤変換する場合が増える． 
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図 5 正しいリンクと両端ノードが同一ケース 

Figure 5 The case of wrong link connecting to correct link 

at both ends 

 

図 6 正しいリンクと片側ノードが同一ケース 

Figure 6 The case of wrong link connecting to correct link  

at one end 

 

図 7 正しいリンクと両端ノードが別ノードケース 

Figure 7 The case of wrong link connecting not to correct link 

at both ends 

つまり，i）正しいリンクとは異なるリンクに誤変換す

る場合，ii）正しいリンクを内包するリンクに誤変換する

場合，iii）正しいリンクに内包されるリンクに誤変換す

る場合，iv）正しいリンクの一部を含むリンクに誤変換

する場合がある． 

3.3 接続性の確認による誤変換検知方法 

3.2 の A)から，「変換したリンクと正しいリンクとでは両

端共に同一ノードである」かつ，「変換したリンクが誤変換

リンクである」場合は，「注目中の交差点に正しいリンクと

は別にリンクが存在する」場合である． 

この事象の対偶をとると，「注目中の交差点に正しいリ

ンクとは別のリンクが存在しない」場合には，「変換したリ

ンクは正しいリンクの両端ノードのうち少なくとも一方が

同一ノードでない」，または，「変換したリンクは正しいリ

ンクである」が成り立つ．このことからさらに，「変換した

リンクと正しいリンクとでは両端共に同一ノードである」

ことが明らかであれば，「変換したリンクは正しいリンクで

ある」ことが分かる． 

つまり，「注目中の交差点に正しいリンクとは別のリン

クが存在しない」場合に，「変換したリンクが正しいリンク

と両端共に同一ノードである」ことが確認できれば，「変換

したリンクは正しいリンクである」ことが分かる．一方で，

変換したリンクが正しいリンクと両端のうち一方でも同一

ノードでない場合には，誤変換されたリンクであると判断

できる． 

同一ノード判定には，変換前と変換後において，注目中

のノードが接続するリンクが同じであることを用いる．こ

のように接続するリンクが変換前後で同じであることを接

続性が維持されていると表現する． 

これらのことから本手法では，変換前リンクの両端ノー

ドと変換後リンクの両端ノードにおいて，両端ノードの一

方でも接続性が維持できていなければ，誤変換したと判定

する． 

この方法にて検知できない事例としては，同一交差点区

間に 2 本以上の異なるリンクが存在する場合，または，ひ

とつのノードに注目した際に，複数の誤変換がある場合に

は，この検出方法では検出できない． 

3.4 提案手法 

3.4.1 提案手法処理概要 

 誤変換の検出処理の処理概要を図 8 に示す．図中の上部

に道路リンクの例を示し，図中の下部にリンク ID 対応表

の例を示す．このリンク ID 対応表は，リンク ID 生成処理

後にて作成し，このリンク ID 対応表に対して誤変換の検

出処理を行う．図上部の道路リンクの例では，左側に旧地

図の道路リンク，右側に新地図の道路リンクの例を示す．

リンク付近の数字や文字はリンク ID を示す． 

 提案手法では，交差点単位にて動的位置参照技術を利用

し，交差点単位にて対応関係を生成する．図 8 の場合，太

線リンクのリンク IDb の単位で対応関係を生成し，リンク

ID2 が対応する．同様に処理した結果を，リンク ID 対応表

に格納する．例では，リンク IDa がリンク ID1 に対応し，

リンク IDb がリンク ID2，リンク IDc がリンク ID3 にそれ

ぞれ対応するとしてリンク ID 対応表に格納されている． 

 

図 8 提案手法処理概要 

Figure 8 Proposed method example 

ⓒ 2019 Information Processing Society of Japan

Vol.2019-GN-106 No.9
Vol.2019-CDS-24 No.9
Vol.2019-DCC-21 No.9

2019/1/24



情報処理学会研究報告 

IPSJ SIG Technical Report 

 

 

 5 
 

 接続性の維持を確認する際には，旧地図において，接続

するリンクが新地図において，接続するかを確認する． 

例えば，旧地図において，リンク IDb に注目する場合，

一方の交差点では，リンク IDa，d と接続し，もう一方の交

差点にて，リンク IDc，e に接続する点に注目する．新地図

では，リンク IDb に対応するリンク ID2 に注目し，旧地図

の接続関係であるリンク IDa，d が新地図において維持され

ているかを確認する．具体的には，リンク IDa，d は対応表

を参照し，リンク ID1，4 になることが分かる．次に，新

地図のリンク ID2 が一方の交差点にてリンク ID1，4 に接

続するかを確認する．同様にもう一方の交差点についても

接続性が維持されているかを確認する． 

リンク ID 対応表における各リンクの対応関係を作成す

る際の詳細処理を図 9 に示す．図左側に全体処理を示し，

図中央にリンク ID 対応表の作成処理を示し，図右側に接

続性維持処理を示す． 

図左図より処理手順として，リンク ID 対応表を作成す

るフェーズと新旧地図にて接続性の維持を確認するフェー

ズに大きく分かれ，3.4.2 にリンク ID 対応表生成フェーズ

の説明をし，3.4.3 にて接続性の維持を確認するフェーズの

説明を行う． 

3.4.2 リンク ID 対応表作成フェーズ 

(1) 旧地図において，未処理の交差点があるか確認する．

未処理の交差点がない場合は終了し，未処理の交差

点がある場合は(2)の処理へ移行する． 

(2) 当該交差点に接続するリンクにおいて，未処理のリ

ンクがあるか確認する．未処理のリンクがない場合

は，次の交差点の処理へと移行するため，(1)の処理

に移行する．未処理のリンクがある場合には，(3)

の処理へ移行する． 

(3) 交差点に接続する注目中のリンクについて，交差点

単位で処理するため，リンクを交差点区間のリンク

列へと一纏めにする． 

(4) 動的位置参照技術を用いて，一纏めにしたリンク列

単位で，新地図におけるリンク列との対応関係を算

出する．ここで，(3)に対して新地図におけるリンク

列が取得できる． 

(5) リンク ID 対応表に，(4)で取得した旧地図における

リンク列と新地図におけるリンク列を対応させて

格納する． 

3.4.3 接続性維持の確認フェーズ 

(1) 旧地図において，未確認の交差点があるかを確認す

る．全ての交差点について確認を終えた場合は，処

理を終了し，未確認の交差点がある場合には，(2)

の処理へ移行する． 

(2) 当該交差点に接続するリンク列について，接続性維

持の確認を終えたか確認する．未確認のリンク列が

ない場合は，(1)の次の交差点確認へと移行する．未 

 

図 9 提案手法の処理フロー 

Figure 9 proposed method process flow 

確認のリンク列がある場合は，(3)の接続性維持確認

処理へと移行する． 

(3) 当該リンク列において，旧地図において(2)で注目中

の交差点ではない他方の交差点に接続するリンク

一覧を取得する．当該リンク列の両端交差点に接続

するリンクの一覧を取得した状態となる． 

(4) 旧地図における当該リンク列に接続するリンク一覧

を，リンク ID 対応表を用いて，新地図におけるリ

ンク ID の一覧へと変換する．新地図における当該

リンク列の両端交差点のリンク接続関係の一覧を

保持した状態となる． 

(5) (4)にて取得した旧地図の両端交差点に接続するリン

ク一覧が，新地図において，実際に接続されている

かを確認する．新地図においても接続性が維持され

ていれば，(2)の当該交差点に接続する次のリンクの

確認処理へと移行し，接続性が維持されていなけれ

ばリンク ID 対応表から当該リンクを削除する処理

の(6)へと移行する． 

(6) 当該リンクの旧地図における接続性が，新地図にお

いては維持されていないため，リンク ID 対応表か

ら当該リンクの情報を削除する． 

4. 評価 

4.1 サンプル地図による評価 

OpenLR が提供するサンプル地図[8]において，変換した

結果を表 1 に示す．サンプル地図は，Area around Utrecht, 

The Netherlands(2007.07 map release)を旧地図とし，Area 

around Utrecht, The Netherlands(2008.04 map release)を新地

図としてリンク ID 対応表を作成した．変換した交差点数

は 3430 である． 

提案手法にて，OpenLR にて変換したもののうち，誤変

換検出手法にて検出したノード数が 37 であった．この誤変

換検知にて検出した 37 か所を目視で確認したところ，全て

リンク対応として誤りであった． 
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表 1 サンプル地図における誤変換検知結果 

Table 1 the result of detecting wrong decoding in sample map 

項目 交差点数 

変換リンク総数 10957 

変換交差点総数 3430 

検出した誤変換交差点数 37 

正しく誤変換検出した交差点数 37 

誤って誤変換検出した交差点数 0 

 

このことから，正しく誤変換検知できていることが分か

る．また，誤変換の検出として誤った誤変換検出をしてい

ないことも分かる．適合率としては，100%となっている．  

4.2 考察 

 4.1 において，誤変換検知にて検出した 37 件を全件確認

したところ，全て誤変換しており，誤検出はないことが分

かる． 

 この手法において検出できないケースは，以下がある． 

(ア) 実道路にネットワーク変化がある場合 

(イ) 同一交差点間に異なる 2 本のリンクがある場合 

(ウ) 1 つの交差点にて，複数の誤変換が生じた場合 

(ア)は，「実道路に変化あり」に，分類する事例である．

このケースについては，該当交差点において接続リンク数

の変化を見ることにより，ネットワーク変化の有無を算出

することが可能であるため，別途別の方法を用いて誤変換

を検出するべきと考える． 

 (イ)は，同一交差点間に異なる 2 本のリンクが存在する

のは，サービスエリアやパーキングエリアなどに多く見ら

れる．このような地点の場合には，リンク種別に側線リン

クとしての情報が割り当てられることが多い．そのため，

リンク種別等の情報を加味すれば，誤変換の検出が可能と

考える． 

 (ウ)は，今後検証が必要だと考える．今回は，日本の地

図においては，限られた区画においてしか本手法を実施で

きていないため，複雑なリンク形状の箇所についての検証

が必要だと考える． 

 今回の評価では，適合率は 100%であったが，再現率の

検証ができていない．しかし，複数の誤変換検出方式を組

み合わせることにより，再現率を高めることが可能である．

そのため，ひとつの誤変換検出方式として本手法を利用す

ることで再現率を高めることができるため，本手法は有用

であると考える． 

5. まとめ 

 カーナビにおいて，リンクに関連付けて走行履歴を蓄積

する際に，地図更新などでカーナビの地図を更新すると蓄

積した走行履歴が使えなくなる課題がある．その課題に対

し，動的位置参照技術を用いて走行履歴内に蓄積されたリ

ンク ID を変換する方法と動的位置参照技術にて生じる誤

変換を検出する方法を提案した． 

 サンプルの地図において提案手法を適応し，検出した誤

変換箇所の目視確認を行った．その結果，誤変換検出方法

として誤った検出がないことが確認でき，提案手法の有効

性を示した． 

今後は，実地図を用いた評価を行うことで，本手法の有

用性の検証を進める．  
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